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ｿﾞｰﾆﾝｸﾞ・ZC協議会/条例
（浜松市,せたな町,那須
塩原市, 青森県等）

中環審アセス小委, 風
力制度検討会,浮体式

実証事業等

影響累積性
（太陽光）

環境影響認知（風力）

持続可能性
ｱｾｽﾒﾝﾄの検討

太陽光環境配慮GL
（2020, 環境省）

地域共生事例集
（2022, 環境省）

環境紛争
メカニズム解明

自治体環境配慮
施策の立案支援

地域共生
施策検討

アセス法,
再エネ政策の立案支援

環境アセスメント
制度設計

地域共生型再エネ
ｹｰｽｽﾀﾃﾞｨと政策課題

ｿｰﾗｰ
ｼｪｱﾘﾝｸﾞ

社会実践：政策形成支援

研究：実地調査と分析の実施

錦澤研究室のミッション
地域共生型再生可能エネルギー

計画学の構築と実践

地域ｴﾈﾙｷﾞｰ循環
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再エネの導入に向けた環境対応/政策の動向

 環境アセス：コミュニケーションを通じた環境配慮、大規模事業が
中心、立地コントロールには限界

 立地規制型条例：不適切な立地を避けることが可能。過度な規制
による再エネ導入阻害のおそれ。

 事前協議型条例：立地誘導や住民説明など柔軟に対応可、個別
対応に伴う行政コスト

 ゾーニング：保全と開発のバランスをとりつつ適地への立地誘導
が可能。事業段階より上位での環境配慮。

 課税による立地誘導（宮城県・青森県）
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 事後モニタリングと順応的管理、協定書の締結

 事業計画の修正：懸念やトラブル発生後の事業者による対応。

プレゼンターのノート
プレゼンテーションのノート
10:20
・本日、以下のスライドで①～④についてもう少し詳しく解説する。

宮城県「再エネ地域共生促進税条例」：税率＝営業利益の20％
ゾーニング以外は受け身




・ノーモアメガソーラー宣言:福島市2023年, 釧路市2025年
・再エネ課税制度：宮城県2022年, 青森県・施行予定
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再エネ規制条例の動向

白馬村（長野県）
2023年6月

90% が保全エリア

箕面市（大阪府）
2018年4月

自治体の条例等による対応

出典: 長澤・錦澤, 
2022; 2023

プレゼンターのノート
プレゼンテーションのノート
●首長の許可／事前協議の条例の数は全条例数の内数
●白馬村の条例：10kW以上の太陽光発電が規制対象
●林地開発に対しては特に規制を強化する自治体が増えている。
●福島市：太陽光：市域の約7割＝禁止区域

Recently, local governments tend to have become so cautious that they have established ordinances to regulate the RE projects.
Most part of areas are prohibited to construct solar facility in some local government.

青：条例数　さまざまなタイプがある：①立地規制 location regulation、②協定締結、③事前協議
②協定：事業者と自治体、事業者と住民（住民から要望があった場合の努力義務）
③事前協議：事業者と自治体との協議、より柔軟な手続き

①立地規制タイプの条例
・白馬村の条例
日本は国土の75%が山林なので山地を全て禁止区域に指定するとCNの実現が危うくなる。

禁止区域：やますそ景観保全地区以北、市街化調整区域、生産緑地
許可区域：禁止区域以外のエリア





前橋市の事前協議型条例の概要

特別保全地区

赤城山地区

許
可住民

説明会
市との

事前協議 審議会

事前協議手続きの概略

保全地区を指定した上で、一律に禁止とするのではなく、一
定の環境配慮等がなされた事業について許可する仕組み。
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プレゼンターのノート
プレゼンテーションのノート
・一律に禁止とするのではなく、可能な限り開発の余地を残す

地元住民の同意を強制するのは違憲とされている。その理由は憲法で財産権が認められているため、不当な規制とみなされるから。裁判になったら事業者が勝訴する可能性が高い。
It is considered unconstitutional to force consent from local residents. The reason for this is that property rights are recognized in the Constitution, so it would be considered an unreasonable regulation. If the case goes to court, there is a high chance that the business will win.



環境影響評価法制度 改正の経緯

 1997制定, 1999施行

 2011改正, 2013施行：風力発電施設が対象事業に追加

 2023年11月: 洋上風力アセス：中環審への諮問

 2021施行令改正 風力発電の規模要件引上げ:10MW→50MWへ

2024年3月「風力発電事業に係る環境影響評価の在り方について」（一次答申）

2025年6月法案可決・成立

 2024年10月：環境アセス法制度：中環審への諮問
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 2019施行令改正, 2020施行：太陽光発電が対象事業に追加

 2020年10月 菅内閣 脱炭素宣言

2025年3月「今後の環境影響評価制度の在り方について」（答申）



環境アセスメントとは

コミュニケーション
環境紛争を回避し、社会
的受容性を向上させる

未然防止
後追い行政から脱却し
環境汚染を未然に防ぐ

ベスト追及型
環境基準クリア型ではなく

より良い案を目指す

環境配慮
環境に配慮した選択や行動
を合理的かつ自主的に促す

適正な意思決定
許認可等の意思決定

に反映

（基本となる考え方）

（目的・機能）

関係者のコミュニケーションを通じて環境影響の低減を図る。
事前の環境配慮が制度創設の出発点＝事後調査も重要。

科学性
システム分析など

科学的方法論がベース

民主性
地域性や人々の価値
意識などが反映される

持続可能社会

手続法
規制法ではなく手続のルール化
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プレゼンターのノート
プレゼンテーションのノート
・環境アセスメントは関係者のコミュニケーションを通じて環境影響の低減を図る仕組み。
・事前の環境配慮が制度創設の出発点だったことから、事後段階のチェック機能は弱いのが課題。
・コミュニケーションは重視されているが、合意形成まで求めるのは難しい。//



アセス法
(1999年～)

事業実施

準備書

方法書

改正アセス法
(2013年～)

事業実施

準備書

方法書

事業の提案

配慮書

公表等（文書） 参加あり（文書＋会議）

評価書 評価書

報告書

電子公表

再エネ対応
(2022年～)

事業実施

準備書

方法書

配慮書

評価書

報告書

事業の提案 ゾーニング
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改正温対法
促進区域等
（計画アセス）

SEA

環境影響
評価法

（事業アセス）
EIA

環境配慮・参加手続が充実化、立地段階は未だ課題あり

プレゼンターのノート
プレゼンテーションのノート
・報告書の電子縦覧は法条文で義務化されていない。基本的事項や実務ガイドで努力義務とされている。

・環境アセスメントは環境影響を低減することが第一の目的ではあるが、関係者とのコミュニケーション機会を設けてひとびとの懸念に応えることが重要。
・このような観点から、アセスの仕組みは改正されてきた。最近は温対法に基づく促進区域の仕組みができたが、案件数はまだごく一部に限られている。
・10年ほど前に配慮書段階が設けられたが、複数案の検討の点で十分に機能していない。//



環境アセスメントの制度的課題
（アセス法改正における再エネ関連の主な論点）

② 配慮書：みなし複数案の問題

③ 参加手続面：アセス図書の継続公開

⑤ 戦略アセス：政策・計画段階のアセス、温対法・
促進区域やゾーニングとの連携

① 陸上風力：法対象規模未満の陸上風力の扱い、
スクリーニングの拡充、簡易アセス

④ 報告書：事後調査とモニタリング、累積的影響

⑥ 洋上風力：再エネ海域利用法対象案件の扱い
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プレゼンターのノート
プレゼンテーションのノート
①～⑤は二次答申で議論した事項
⑥は一次答申を受けた話

「今後の環境影響評価制度の在り方について（答申）及び風力発電事業に係る環境影響評価の在り方について（二次答申）」
1．同法の2011年改正点のうち、計画段階環境配慮書については、適正な環境配慮を確保する観点から、一定程度効果的に機能していると評価される。他方、報告書手続については、事後調査等の内容、環境保全措置の効果等が公表され、環境配慮の実効性・透明性の確保に貢献していることが確認されたが、供用段階を含めた事後調査をすることを明確にすること、発電所について報告書に対して環境大臣が意見をいう機会がないことが課題とされた。
４．その他の課題として、戦略的アセスメントの導入、公聴会の実施、長期的な手続未着手案件への対応、環境公益訴訟規定の導入など、様々な課題が残されている。

★条例アセスとの関係
・国のスクリーニング判定でネガティブ（アセス不要）→条例対象としない
・スクリーニング判定に自治体の意向を反映させる
●アセス手続きの迅速化・合理化（リプレース事業）
・簡易なチェック（太陽光のチェックシート方式）
・累積的影響と事後調査



条例アセス県・政令市

市町村 再エネ条例等

①陸上風力アセスの規模要件引上げに伴う課題

37.5

アセス法

対象規
模要件
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第1種

50
（北海道）

緩和

第2種

法アセス対象外

5MW

どう環境配慮するか？

• 北海道管内では条例アセスが中小規模事業をカバー。

• 今後、第２種事業のスクリーニング判定でアセス不要が判定された
場合、条例アセスの対象外になる。

• 立地や環境影響の程度に応じた柔軟な要否判断の仕組みが必要。
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プレゼンターのノート
プレゼンテーションのノート
規模要件緩和　施行2021年10月

北海道アセス条例：風力 第１種＝１万kW, 第２種＝5,000kW
福井県・香川県：第２種 7,500kW
青森県共生条例：風力 500kW

風力発電カバー率：1万kW以上の発電所のカバー率が出力ベースで80％程度である一方、3万kW以上のカバー率は40％程度であった。
（MOE:2021年3月のあり方検討会報告書）

規制改革TF資料
https://www8.cao.go.jp/kisei-kaikaku/kisei/conference/energy/20201201/201201energy03.pdf

２．風力発電アセスに特有の課題としては、適切な立地環境への誘導による導入促進のため、ゾーニングに係る他制度と、アセス法のアセス制度の連携を強化すること、配慮書手続を有効活用することが課題とされた。風力発電アセスの対象に関する規模要件引き上げ問題への対応については、第1に、ゾーニング、温対法の促進区域指定手続との連携を強化すること、第2に、第2種事業の規模要件を引き下げ、スクリーニング手続を用いて簡易アセス類似の判断をすることが考えられる。第2点については、従来の考え方を修正し、立地環境に着目し、明確かつ適切にスクリーニングするための新基準を整備すること、事業特性を踏まえた当該新基準に基づき簡易アセスをする具体的な手法を検討することが考えられる。
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予測書：簡易なアセスによる振り分け
（今回の法改正には含まれず）

出典：「令和４年度 再生可能エネルギーの適正な導入に向けた環境影響評価のあり方に関する検討会報告書」
再生可能エネルギーの適正な導入に向けた 環境影響評価のあり方に関する検討会、2023年3月
（http://assess.env.go.jp/files/0_db/seika/1051_01/report.pdf）

 規模要件（１種5万kW, 2種3.75万kW）の撤廃（対象とする下限値は未定）。

 「予測書」により３種の手続きに振り分け。予測書では風車の設置区域を
一定程度明確化させることをねらいとする（立地妥当性のチェック）。

 「アセス不要」の判定 → 条例アセス対象外となる。

プレゼンターのノート
プレゼンテーションのノート
●予測書は手続の初期段階において風車の設置区域を一定程度明確化させることを目的とする
●事業者の自主的な環境配慮が期待できる　→　事業諸元の熟度が低く環境影響の不確実性が高い場合　→　鈍行コースになる
●指標や基準→今後詰める：現状で考えられている観点
・風車の設置区域が適切に選定されているか否か
・予測に必要なデータが揃っているか否か
・環境影響への適切な配慮がなされているか否か

令和４年度 再生可能エネルギーの適正な導入に向けた 環境影響評価のあり方に関する検討会 報告書http://assess.env.go.jp/files/0_db/seika/1051_01/report.pdf

http://assess.env.go.jp/files/0_db/seika/1051_01/report.pdf


③アセス図書の継続公開：これまでの課題

 著作権の問題：ほとんどの民間事業のアセスでは、縦
覧期間を過ぎるとアセス図書が閲覧できなくなる。行政
のホームページでも著作権の関係上、掲載できない。

 多くの諸外国ではアセス図書を継続公開している。
一部の自治体（長野県など）でも実施されている。

 国が一部の協力が得られた事業者のアセス図書を
公開：147事例（2025.7.6時点）。

11

 アセス情報の共有化、地域住民等の理解促進、アセス
技術の向上などの観点から、アセス図書を公開・共有
（アーカイブ化）していくことが望まれていた。

プレゼンターのノート
プレゼンテーションのノート
３．アセス図書の継続的公表・公開に関する法的課題としては、従来、縦覧期間経過後のアセス図書の公開に関しては、環境影響評価法に規定はないが、縦覧期間経過後も継続的公開を望む意見は多い。事後調査結果を含めたアセス図書の情報は、地域の環境管理を進めるうえで重要な情報であり、その公開は、環境影響評価技術の向上に活用するためにも必要である。
もっとも、アセス図書の著作権（公衆送信権）との関係の整備が必要となる。アセス図書の公表を事業者に義務付けるか、同図書を行政機関が公開する仕組を設けるかは、考え方が分かれる。さらに、法制化する際に、環境影響評価法に規定をおくか、著作権法に著作権の制限の１つとして規定をおくか、についても考え方が分かれる。




国 方法書 準備書 評価書

Austria - - ○

Canada - - ○

China - - ○

France - - ○

Germany - - -

Iceland ○ - ○

Ireland - - ○

Italy ○ - ○

South 
Korea

○ ○ ○

Thailand - - ○

USA - △ ○

諸外国におけるアセス図書の公開

○：継続的公開, △: 一時的な公開, -：未確認

欧米諸国の多くがアセス図書
を継続的に公開。近年は中国
や韓国などアジアでも公開す
る国が拡がっている。

公表（事業者による情報開示）と
公開（公的機関が一元管理して
開示）があり、情報のアクセス性
の観点から「公開」が望ましい。

今回の法改正により、アセス
図書が継続公開されることと
なった。
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プレゼンターのノート
プレゼンテーションのノート
アセス図書（配慮書、方法書、準備書、評価書、報告書）



科学的知見の充実と管理体制の構築

第六次環境基本計画への提言
環境アセスメント学会（2023年7月27日）

環境影響評価情報センター（仮称）の設立

「新たな洋上風力発電に係る最適な環境影
響評価制度では、環境省による環境影響の
調査予測の実施（いわゆるセントラル方式）
が想定されているが、収集された情報の提
供・活用体制の構築の上でも、環境アセスメ
ント情報センター（仮称）のような組織の設
立が有効である。 」

• 原則公開を前提としつつ、秘匿すべき
データのすみ分けなど一元的管理が必要。

• 諸外国では稼働後一定期間は事業者が
一部情報を非公開にできる仕組みがある。

• 組織の設立を視野に入れたアセス人員・
人材の確保・育成が大きな課題。
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プレゼンターのノート
プレゼンテーションのノート
漁場などのデータ、稼働率等の収益に直結するデータ



④報告書：不確実性への対応

• ベースライン情報の不足

• 海洋環境の年変動、気候変動による影響等により魚
類や鳥類の棲息場所が変化する可能性があり、予
測の不確実性が高くなるおそれがある。

事後調査の公表時期と期間

• 最低2年以上の期間

例）ﾃﾞﾝﾏｰｸ3年間、独：事前2年間＋事後3～5年間

• 日本：稼働開始後, 最初の報告書公表に一年以上経

過する案件あり →報告書公表時期や期間の考え方
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プレゼンターのノート
プレゼンテーションのノート
水温の変動→魚類の棲息場所の変化→鳥類の棲息場所の変化



Source: Hanna et al., Adaptive Management White Paper, 2016 

事後調査と順応的管理

・予測の不確実性が高い洋上風力アセスでは事後の役割がより重要
・事後調査による稼働調整、後続事業のアセスへの反映（環境監視）
・稼働調整のプロトコル（発動の判断基準）は今後の課題 15

プレゼンターのノート
プレゼンテーションのノート
Wozepプログラム野鳥の飛来の探知500羽　専門家会議で判断する仕組み

EIAの存在意義　significance
創設当初＝事前の環境配慮
現在＝事後調査を踏まえた順応的な管理

② The second is adaptive management.
○ Adaptive management means responding to reduce the impact if it actually occurs.
○ For example, there is a method of temporarily stopping the operation during the time when noise problems are likely to occur.




洋上風力発電所

陸上風力発電所

沿岸洋上風力
(領海：12海里まで)

沖合洋上風力
(EEZ: 200海里まで)

⑥風力発電施設の事業展開

• 陸上から洋上、港湾から一般海域、沿岸から沖合へ拡大。

• EEZを含む再エネ海域利用法の洋上風力は今回の法改正で
アセス法との調整が図られた。

領海内の占用エリア外
（一般海域）

領海内の占用エリア
（港湾区域等）

再エネ海域利用法

拡大

16

プレゼンターのノート
プレゼンテーションのノート
領海：12海里＝22.2km
EEZ：200海里＝370km
※国連海洋法条約など国際法文脈でいう「一般海域」は「領海」や「EEZ」を除く「公海」を指すので定義が異なる。

・これまで錦澤研で調査してきたのは主に陸上風力、ただし洋上風力でも役に立つ知見は多い
・風力発電事業の規模要件緩和：1万kW→5万kW　2021年10月31日施行



出典：環境省(2025) https://www.env.go.jp/council/content/i_01/000298154.pdf 17



出典：環境省(2025) https://www.env.go.jp/council/content/i_01/000298154.pdf 18



EEZでの風力発電：浮体式洋上風力

EEZ（排他的経済水域）における洋上風力では…

EEZ（白色部分）

環境省（2023）洋上風力発電に係る新たな環境アセスメント制度の在り方について

領海（12海里≒22km）からEEZ（200海里≒370km）へ

欧州では多くの開発計画・建設事業が進んでいる。

日本の場合は遠浅の海域は少なく浮体式の導入が必要。

19

プレゼンターのノート
プレゼンテーションのノート
水温の変動→魚類の棲息場所の変化→鳥類の棲息場所の変化



EEZでの風力発電：浮体式洋上風力

• 騒音等の生活系環境影響は無視できる、
景観（20km以遠）も考慮しないで済む。
→緩和策の選択肢増

• 野鳥の調査：陸地からの定点目視調査
（1km）は不可。鳥類検知レーダーを設
置するなどしてモニタリングする必要が
ある。

ノルウェーで行われたBACI
法による調査：ブレードの一
部が黒色に塗装されたター
ビンで鳥の年間死亡率が70%
以上減少したと報告された
（May et al, 2020）.

• 自然・生態系への影響、漁業との調整
が課題：係留ライン・海底ケーブルの浮
遊に伴う底生生物・海生生物への影響。

• 地盤の安定化や洗堀防止工が不要にな
るので海底の改変は少なくなる。ただし、
海底ケーブルの敷設は長距離になる。

20

プレゼンターのノート
プレゼンテーションのノート
ノルウェーのブレード一本を黒く塗る風車（野鳥衝突を減らす）:費用対効果が
https://onlinelibrary.wiley.com/doi/10.1002/ece3.6592
BACI法(before-after control impact)塗っている風車と塗っていない風車との比較 
海生生物が漁具にからまる、海底ケーブルからの電磁場

風車間の距離はロータ直径6-8倍
GE社14MW基（ロータ直径220m）の場合、風車間の距離は1.6kmになる。→広大なエリアを占める




世界基準アセスへの対応

• EEZでの開発：世界基準アセスが求められる

• 世界銀行のOperational Policy
“Environmental and Social Framework”

World Bank, 2017

ESS8 文化遺産

ESS10 市民参加と情報公開
苦情処理メカニズム

ESS1 環境・社会リスクと影響評価・
管理

ESS2 労働環境と条件

ESSの基準（抜粋）

世界銀行やJICAによる環境社会配慮の仕組みでは、日本のアセ
ス法ではカバーしていない項目がある。複数案の検討もされている。 21

プレゼンターのノート
プレゼンテーションのノート
JICA：不可分一体事業　→　陸域の設備もアセス対象になる

災害対応：浮体式→係留が外れた場合、風車の羽根が破損した場合の対処
洋上風力の建設現場
世界遺産に対する景観インパクト
苦情処理メカニズム




カナダ：Bekevar Wind Energy Project, 2021年EIS発行

・累積的影響評価

・アクシデントと故障：小氷塊の飛散、火災

出典: https://twitter.com/Hotpicture0914 出典:日本経済新聞, 2018

発電容量：200MW（陸上, 5.2MW, 39基）

・災害対応：洪水、豪雨、台風等

日本でも事故や被災事案が報告されている

アセスにおける再エネ設備の故障・被災リスクの検討と対応策

22

プレゼンターのノート
プレゼンテーションのノート
Bekevar Wind Energy Project：200MW風力、5.2MW、39基

左下：2017、佐賀県内
右下：2018年8月、兵庫県内、台風20号

プロジェクトに対する環境の潜在的な影響を軽減するためのアプローチは ERP に詳細に記載され、次のものが含まれます。 • 設計、設置、運用、保守、および廃止は、該当する業界標準および認証に従って完了します。 • ブレードへの氷荷重が検出されると自動的に停止するように設計された風力タービンを選択します。 • 建物とインフラストラクチャは、サスカチュワン州および連邦の建築および火災規制に準拠します。 • 悪天候時に ERP(Emergency Response Plan) を実施します (セクション 10.6 を参照)。 • 悪天候の影響に対する緊急時対応計画を実施します (バックアップ発電機の設置など)。 • 消火器を含む火災予防および対応設備を現場に維持します。 • 必要に応じて、作業員に追加の個人用保護具を提供します。 • 気象監視計画を作成し、必要に応じて建設スケジュールを調整するか、保守および監視活動のスケジュールを変更します。 • 必要に応じて、地元の緊急対応者と調整します。




ありがとうございました。
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